
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

「生産性革命」が日本経済の成長戦略の柱になっています。特にサービス

産業は GDP の 7 割を占め、なかでも流通・運輸サービス業だけで 2 割を占

めており製造業全体のシェアに匹敵します。生産性革命を実現するには、流

通・運輸サービスの生産性を上げることが不可欠です。 

そこで経済成長フォーラムでは、このたび、提言「サービス産業の生産性

革命のための提言～流通・運輸サービス業を中心に～」を取りまとめました。 

本シンポジウムは、流通・運輸サービスに焦点を当て、生産性向上のため

の方策について、関係者や専門家等が討論いたします。 

 

経済成長フォーラム 

【http://www.economic-growth-forum.jp/】 

大田 弘子（政策研究大学院大学教授） 

高橋  進（日本総合研究所理事長）   

冨山 和彦（経営共創基盤ＣＥＯ） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

サービス産業の生産性革命を目指して 
～流通・運輸サービスを中心に～ 

     

 
■ 日  時：２０１７年６月２２日（木）１４時００分～１６時４５分 
                    【受付開始：１３時３０分】 
 
■ 会  場：ＡＮＡインターコンチネンタルホテル東京 

       地下１階・プロミネンスⅠ 
       東京都港区赤坂１－１２－３３（電話：０３－３５０５－１１１１） 

【最寄駅：地下鉄「溜池山王駅」１３番出口より徒歩１分】 
 

■ 参加対象：産業界、研究者、報道関係等の皆様 
 
■ 参 加 費：無 料 
 
 

 主 催 ：経 済 成 長 フ ォ ー ラ ム  

【事務局：公益財団法人 日本生産性本部】   
      

シンポジウムの御案内  



 

【プログラム】 
（敬称略・氏名 50 音順） 

 
 

１４時００分～１４時０５分：挨 拶 

                    

（公財）日本生産性本部 会長 茂 木 友三郎 

 

  

１４時０５分～１４時２０分：基調講演 

  「流通・運輸サービス業の生産性向上を目指して 

     ～経済成長フォーラム提言より～」 

 

経済成長フォーラム 座長         

政策研究大学院大学 教授 大 田 弘 子 

 

 

１４時３０分～１６時３０分：パネル討論 

「サービス産業の生産性革命をどう実現するか 

  ～流通・運輸サービスを中心に～」 

 

＜コーディネーター＞       

   フロンティア・マネジメント（株） 代表取締役 松 岡 真 宏 

  ＜パネリスト＞                                

 日本経済新聞社 編集委員 田 中   陽 

(株)経営共創基盤 ﾊﾟｰﾄﾅｰ取締役ﾏﾈｰｼﾞﾝｸﾞﾃﾞｨﾚｸﾀｰ 田 矢 徹 司 

敬愛大学 経済学部教授 根 本 敏 則 

 (独)経済産業研究所 理事副所長 森 川 正 之 

 

 

１６時３０分～１６時４５分：総括講演 

   「日本経済とサービス産業の生産性」 

                 

経済成長フォーラム コアメンバー 

                 （株）日本総合研究所 理事長 高 橋   進 



 

【講師のプロフィール】 

大 田 弘 子：経済成長フォーラム座長 政策研究大学院大学教授 
一橋大学を卒業後、埼玉大学大学院政策科学研究科助教授、政策研究大学院大学教授等を経て、
2002年～05年内閣府に出向。政策統括官等を務めた後、2006年～08年安倍・福田両内閣で内
閣府特命担当大臣（経済財政政策担当）。08年に現大学に復帰。10年より日本生産性本部副会
長、12年より経済成長フォーラム座長、16年より内閣府規制改革推進会議議長 

松 岡 真 宏：フロンティア・マネジメント（株）代表取締役 
東京大学経済学部を卒業後、㈱野村総合研究所等を経て、1997年に UBS証券会社（現、UBS証
券㈱）に入社。2003年に㈱産業再生機構に入社し、カネボウやダイエーなどを担当。2007年に
フロンティア・マネジメント㈱を設立し、代表取締役に就任。12年にフロンティア・マネジメ
ント㈱の中国現地法人 Frontier Management(Shanghai) Inc.(100%子会社)董事長 

田 中   陽：日本経済新聞社編集委員 
慶應義塾大学商学部を卒業後、日本経済新聞社入社。1990年同社東京本社編集局流通経済部記
者として流通企業、サービス企業などを担当。2002年流通経済部編集委員、06年日経 BP社「日
経ビジネス」編集委員、09年東京本社編集局消費産業部次長兼編集委員。2010年東京外国語大
学非常勤講師。日本経済新聞編集局経済解説部編集委員室編集委員 

田 矢 徹 司：（株）経営共創基盤パートナー取締役マネージングディレクター 
早稲田大学、ロンドン大学（LSE）を卒業後、富士銀行入行。同行で資金証券・海外部門等を
担当後、㈱産業再生機構に参画し、大京等の案件を統括。㈱経営共創基盤設立後は、買収戦略
の立案・推進・買収後統合支援、事業再生案件全般に従事。レオパレス 21社外取締役 

根 本 敏 則：敬愛大学経済学部教授 
東京工業大学理工学研究科博士課程（社会工学）修了。1997年一橋大学商学部教授、2000年
一橋大学商学研究科教授。02年ブリティッシュコロンビア大学交通研究センター客員研究員。
2017年より一橋大学商学研究科名誉教授、敬愛大学経済学部教授に就任。交通経済学、ロジス
ティクスマネジメント等を専門とする。日本物流学会会長、日本計画行政学会会長 

森 川 正 之：（独）経済産業研究所理事副所長 
東京大学教養学部を卒業後、通商産業省入省。1995年埼玉大学政策科学研究科助教授、97年
政策研究大学院大学助教授。2003年経済産業省経済産業政策局調査課長、05年同産業構造課長、
08年経済産業省大臣官房審議官。2009年より経済産業研究所副所長。経済学博士（京都大学）。
専門分野は経済政策、産業構造、生産性、労働市場 

高 橋   進：経済成長フォーラムコアメンバー （株）日本総合研究所理事長 
一橋大学経済学部を卒業し、住友銀行（現三井住友銀行）入行。1990年日本総合研究所へ出向。
早稲田大学大学院客員教授、内閣府政策統括官等を経て、2011年より現職。公務としては 2013
年より内閣府経済財政諮問会議議員、15年より内閣官房一億総活躍国民会議構成員、16年より
内閣官房働き方改革実現会議構成員等を務める。 

【 参 加 要 領 】 

■ 参 加 費 ：無 料 
■ お申込み：次ページ「参加申込書」に御記入の上、下記FAXにて事務局まで送信いただ

くか、Ｅメールで下記アドレスに必要事項を記載の上御送信下さい。開催
日当日は、御名刺を受付に御提出ください。参加証は発行いたしません。 

■ その他：当日は、ユーストリームで同時配信するとともに、後日ユーチューブでも配信
しますので、あらかじめご了承くださいますようお願い申し上げます。 
 

お問合せ・お申込み先【経済成長フォーラム事務局】 
（公財）日本生産性本部：公共政策部 （加藤、内山） 

電話：03-3409-1137 / FAX：03-3409-2810 /Ｅメール：A.Kato@jpc-net.jp 

下記の経済成長フォーラム・ホームページURLからもお申し込みできます 
http://www.economic-growth-forum.jp/ 



 

２０１７年６月２２日 経済成長フォーラム 

サービス産業生産性シンポジウム参加申込書 

日本生産性本部・公共政策部行き：FAX  03-3409-2810 
    ２０１７年  月  日 

フ リ ガ ナ    

組 織 名   

所 在 地  〒         

         

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

御参加者氏名 

御所属・お役職 

電 話 （     ）     － ＦＡＸ （     ）     － 

E-Mail 

 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

御参加者氏名 

御所属・お役職 

電 話 （     ）     － ＦＡＸ （     ）     － 

E-Mail 

 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

御参加者氏名 

御所属・お役職 

電 話 （     ）     － ＦＡＸ （     ）     － 

E-Mail 

【御連絡担当者】 

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 

御連絡担当者氏名 

御所属・お役職 

電 話 （     ）     － ＦＡＸ （     ）     － 

E-Mail 

＊４名様以上の御参加を頂く場合には上記の内容を別紙に御記載の上御送信ください。 
 

 

 

 

 

 

 

※ 個人情報の取扱いについて 

１．参加申込により御提供いただいた個人情報は、当本部の個人情報保護方針に基づき、安全に管理し、保護の徹底に努めます。なお、当本部個人情

報保護方針の内容については、当本部ホームページ（http://www.jpc-net.jp/）を御参照願います。参加される御本人、御連絡担当者の皆様におかれま

しては、内容を御確認、御理解の上、お申込みください。2．個人情報は、経済成長フォーラムに関わる資料等の作成のために利用させていただきます。

3．法令に基づく場合などを除き、個人情報を第三者に開示、提供することはありません。4．案内状や参加証、テキストの送付などを外部に委託すること

がありますが、委託先には御本人、御連絡担当者へのサービス提供に必要な個人情報だけを開示し、サービス提供以外に使用させることはありません。

5．御本人からの求めにより、開示対象個人情報の利用目的の通知、開示、訂正、追加又は削除、消去及び第三者への提供の停止等に応じます。この

件については、日本生産性本部・公共政策部（担当：内山、連絡先℡03-3409-1137）または総務部個人情報保護担当窓口（℡03-3409-1112）までお問

合せください。【責任者：個人情報保護管理者（総務部長）】6．お申込書に個人情報を記入するかどうかは御本人の自由です。7．本案内記載事項の無

断転載をお断りします。 

参加者及び連絡担当者が、上記の「個人情報の取り扱いについて」に同意した上で申込みます。 

 


